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研究成果の概要（和文）：本研究は、刑事司法と福祉の連携をめぐる試行モデルの運用を刑事司法と福祉の両側
面から検証し、課題を明らかにするとともに、刑事司法と福祉の連携の在り方を探求し、その具体的な制度設計
を行うことを目的としたものである。その成果として、第一に、刑事司法と福祉の連携をめぐる試行モデルの中
から特に地域生活定着支援センターに関する実態調査を行い、現状と課題を明らかにした。第二に、刑事司法と
福祉の観点から、比較法的検討を行い、欧米、豪州、アジアの国々における制度、現状、課題について分析し
た。第三に、それらを参考にしつつ、刑事司法と福祉の連携の在り方について理論的課題を検討するとともに、
立法的課題を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research examines the operation of trial model of cooperation between 
criminal justice and welfare from both sides of criminal justice and welfare, clarifies the 
problems, and investigates the ideal way of cooperation between criminal justice and welfare, and 
it’s purpose is to design a new system. 
As a result, firstly, from the trial model of cooperation between criminal justice and welfare, we 
conducted an actual survey on the regional living support center, and clarified the current 
situation and issues.Second, from the perspective of cooperation between criminal justice and 
welfare, we conducted comparative studies and analyzed the systems, current conditions, and issues 
in the countries of Europe, the United States, Australia, and Asia.Thirdly, referring to them, we 
researched theoretical issues on the state of cooperation between criminal justice and welfare and 
clarified legislative issues.

研究分野：刑事法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
福祉が本人の任意性を前提としている以上、刑事司法が福祉へ介入できる範囲は自ずと限定され、また、福祉が
再犯防止という刑事司法的視点を自ら取り込むことにも慎重でなければならない。しかし、このことは刑事司法
と福祉の連携を否定するものではない。問題は、刑事司法と福祉が相互に対等な立場を維持しつつ連携する具体
的な在り方であって、本研究は、この課題に対する解決の方向と制度設計を提示しようとするところに学術的・
社会的意義がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、刑事施設被収容者のうち 2割を超える者が知的障害をもち、出所後も十分な福祉的支
援を受けられないまま犯罪を繰り返している状況が指摘されている。政府の犯罪対策閣僚会議
も、「犯罪者を生まない社会の構築」を重点課題の一つに掲げ、刑務所出所者等の地域生活定着
支援の実施や就労先の確保等を政府全体で取り組む姿勢を示した。2009 年には、厚労省と法務
省の連携で各都道府県に刑事施設と地域社会福祉をつなぐ地域生活定着支援センター（以下、
「定着」という。）が設置されるとともに、刑事施設や更生保護施設に社会福祉士が配置された。
この刑事司法と福祉の連携の動きは、定着の活動が開始されて以降、刑事施設からの「出口支
援」にとどまらず、捜査・公判段階における「入口支援」へと拡大している。2013 年 2 月から、
東京地検には社会福祉士が配置され、起訴猶予対象者を福祉へつなぐ業務が始められ、2013 年
10 月からは、検察庁と保護観察所との連携による更生緊急保護事前調整モデルが全国 7か所で
試行されることになった。 
このように、刑事司法と福祉との連携の動きは、刑事施設出所後の出口支援から起訴猶予や
執行猶予段階における入口支援へと拡大するにつれ、警察、検察、裁判所、刑務所、保護観察
所等刑事司法を担う諸機関と福祉機関との連携の在り方について新たな課題を提起している。
それは、刑事司法の福祉化か、福祉の刑事司法化かという問題提起にも端的に表現されている。 
このような状況を前提にすれば、ここ数年にわたる刑事司法と福祉の連携をめぐる様々な試
行モデルの運用を刑事司法と福祉の両側面から検証し、問題点を整理したうえで、望ましい解
決策を明らかにすることが必要である。また、刑法に規定された執行猶予制度や累犯加重制度
の見直し、量刑手続における判決前調査制度導入の可否、刑や裁判の個別化を意図する刑罰執
行裁判所や障害者等特別司法手続創設の可否、起訴猶予や執行猶予などダイバージョン制度の
見直し、刑事収容施設法や更生保護法の見直し、保護観察の理念及び位置づけの再考など、福
祉的視点から刑事司法の在り方についての検討が必要になっている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、刑事司法と福祉の連携をめぐる試行モデルの運用を刑事司法と福祉の両側面
から検証し、課題を明らかにするとともに、刑事司法と福祉の連携の在り方を探求し、そ
の具体的な制度設計を行うことを目的とする。そのため、第一に、刑事司法と福祉の連携を
めぐる近年の様々な試行モデルの運用について実態調査と検証を行い、情報を整理しつつ、問
題点を明らかにする。第二に、それに基づいて、比較法的検討を行う視点を明らかにし、北欧
諸国、欧米、豪州等の各国調査を実施する。第三に、それらをも参考にしつつ、刑事司法と福
祉の連携の在り方について具体的な制度設計を行うとともに、現在の刑事司法制度に対して立
法的改革提案を行う。 
 
３．研究の方法 
現在、刑事司法と福祉の連携については、再犯防止の観点からその必要性が強調され、政府
をはじめ行政機関、またその担い手である福祉機関や団体、さらには研究者においても大きな
関心が寄せられている。しかしながら、再犯防止の概念は、本人支援と社会防衛の両者を内包
しており、その用い方によっては、視点が本人支援から社会防衛へと容易に転換しうるもので
あって、刑事司法と福祉の連携を学術的に分析検討する概念としては曖昧にすぎる。そこで、
本研究においては、社会防衛的観点に立つ「監視」と本人支援の観点に立つ「援助」という対
立的な分析枠を用いることにする。 
本研究は、①実証的・比較法的研究という方法をとること、②評価に関しては、対象が数的
に限定され、しかも地域的特性を有することから、主として定性的方法をとること、③刑事司
法と福祉の両分野からの領域横断的方法をとることにした。 
（１）先行研究に関する調査及び理論的検討 
 刑事司法と福祉の連携に関連する日本の文献及び資料としては、山本譲司氏の一連の著作、
南高愛隣会による厚労省社会福祉推進事業による報告書等、独立行政法人国立重度知的障害者
総合施設のぞみの園の紀要並びに長崎新聞や西日本新聞などの新聞記事等相当数がある。これ
らについては、われわれの科研による先行研究の過程で入手済みのものもあるが、その後、研
究者による論文等も公刊されてきており、それらを収集整理し、検討した。 
 また、福祉的視点から刑事司法を見直すために、執行猶予制度、累犯加重制度、量刑手続に
おける判決前調査制度、刑や裁判の個別化を目的とした刑罰執行裁判所や障害者等特別司法手
続、起訴猶予などダイバージョン制度、刑事被収容者処遇法や更生保護法、保護観察の理念及
び位置づけなどに関連する先行研究も収集整理し、本研究の実態調査をも踏まえた理論的検討
も行った。 
（２）国内の実態調査とその分析及び評価研究 
日本各地で行われている刑事司法と福祉の連携に関する試行モデルについて、アンケート及
びインタビューの方法で実態調査を行った。全国の定着、検察庁（試行モデルによる社会福祉
士配置庁）、保護観察所（とくに更生緊急保護事前調整モデル試行検察庁）、全国就労支援事業
者機構及び各県就労支援事業者機構、更生保護施設などの中から、調査の優先順位を決定し、
インタビュー調査を実施した。調査の中心を占める定着に関しては、全国の各地域から偏りの
ないよう抽出した 29か所の定着に対して調査依頼を行い、ヒアリング調査を実施した。まず、



本調査前に予備調査として３か所の定着での聞き取りを実施し、本調査時は、当該予備調査の
結果を基に作成した統一的な「質問票」を調査前に定着へ送付した。そのうえで、調査者（最
少 2名）が各定着の所在地に出向き、または、所定の場所で直接聞き取り調査を実施した。聞
き取りの実施方法としては質問票の具体的質問項目をベースにした半構造化インタビューによ
った。 
（３）比較法的研究 
 われわれの先行研究においても、英米独仏北欧の起訴猶予や執行猶予等ダイバージョン制度
については検討を進めてきた。本研究ではさらに累犯加重制度、判決前調査制度、刑の個別化
制度、刑罰執行裁判所や障害者等特別司法手続、行刑法、更生保護関係法などについても文献
や資料を収集し検討するだけでなく、その運用についてもインタビューなどによって実態調査
を行った。特に、アメリカ、ドイツ、フランス、オーストラリア、韓国における実態調査と共
同研究は有意義なものとなった。 
 
４．研究成果 
（１）試行モデルの実績調査と評価研究として、主として定着の活動実態調査と評価研究を行
った。中間報告として、それまでに完了した実態調査の結果の分析・評価について司法福祉学
会で報告した。また、全国 29 か所の定着の活動状況についての最終的なまとめを、刑事立法
研究会編『「司法と福祉の連携」の展開と課題』（現代人文社、2018）において公表した。 
本調査の目的は、犯罪をして刑事司法に関わることになったクライエントが「社会の中で生
きる」ことができるように支援することに日々尽力している定着の取り組みを調査し、①本人
が自律的・継続的に「生きて」いけるよう支援するにあたって「よき実践」を構成しているも
のは何か、②それに繋がる持続的なネットワークを構築するために何が機能しうるかを明らか
にすることであった。 
その成果の詳細は上記書籍にゆずらざるをえないが、①定着と関係機関との連携の中でも、
とくに刑事司法機関との連携においては、定着と刑事司法機関の本人に対する見方の差異が大
きく連携の困難さが指摘されていたが、保護観察所との関係では、個別ケースの連携実践を積
み重ねていく中で、福祉的な見立てや支援にとって不可欠な情報の必要性が理解され、本人の
抱えるニーズの捉え方も変化していく傾向があることが明らかになった。次に、検察段階での
入口支援では、そもそも日常的に連携をとっている定着は決して多くないが、捜査における身
柄拘束期間という時間的制約やマンパワー不足等の理由から極めて限られたケースに限定せざ
るを得ないことが明らかになった。さらに、多様な地域福祉や社会資源との連携では、長崎定
着のケースが参考になる。そこでは、障害者自立支援法によって法定化された自立支援協議会
をベースに、官民が一体的に対象者の課題解決に向けた「協働スキーム」を構築し、支援の協
議・調整を行っている。協議会に参加している多分野・他職種の関係機関が、適宜相互に「受
け皿」となれるための関係性を構築している。②定着による本人支援の課題については、まず、
支援に際して重要な事項として、被支援者本人との信頼関係の構築が挙げられる。この点、特
別調整の候補者との制度的・時間的制約のためラポール形成に困難が伴うこと、また、被支援
者自身の支援を受けることへのモチベーションの低さなどの問題点が明らかになった。本人に
とって意味のある支援の質を担保し、客観的にも適切な支援であることを保障するためには、
本人の目線から見た継続的・統合的生活が成立しているのかどうかが重要な指標となりうる。
また、本人支援のための社会資源も不足している。これは、福祉的ニーズのある犯罪をした人
に限定される問題というよりも、社会一般・福祉一般における課題として捉えられるべき問題
である。③定着支援事業の制度的課題として、各機関からの情報提供・共有の在り方がある。
矯正施設等からの情報提供の在り方については、定着に情報が提供されるまでの所要時間が長
いこと、提供される情報の内容と信頼性に問題があることが明らかになった。これは、上述の
刑事司法機関と福祉における対象者像の違いに起因するものであり、連携実践の中から福祉的
ニーズの捉え方についての理解を積み重ねていくことが必要であろう。 
（２）比較法的研究では、①オーストラリアのメルボルン大学のスタッフと共同研究を行い、
社会内処遇と司法福祉セミナー「テクノロジーを用いた社会内モニタリング―オーストラリア
における監視社会の拡大と障がいのある人の自律的な社会復帰のあり方から考える―」を開催
し、「犯罪予防としてのテクノロジーを用いた監視の拡大」並びに「テクノロジーを用いた自律
的な社会内処遇プログラム」について討論し、その成果を公刊した。また、新しい刑事司法政
策として、Justice Reinvestment Approachについても紹介した。 
②アメリカにおけるホームレスコートの取り組み並びに公判前ダイバージョンと適正手続保障
について制度紹介とその現状について検討し、その成果を公刊した。 
③ドイツのバーデン・ヴュルテンベルク州における保護観察の民間委託とその後の国営化への
回帰ならびにドイツにおける施設内処遇から社会内処遇への移行マネジメントについて検討し、
その成果を公刊した。 
④フランスにおける刑罰適用裁判官制度、保護観察及び仮釈放の制度改正である刑事強制およ
び強制下釈放、フランスの更生保護における官・民及び官・官の協働について検討し、その成
果を公刊した。 
⑤韓国における条件付起訴猶予制度の実態調査を行い、その現状と問題点について検討し、そ
の成果を公刊した。 



（３）理論的、制度的研究では、以下のテーマについて検討し、その成果を公刊した。①「刑
事司法と福祉の連携」の権利論的構成、②対人援助ニーズを有する犯罪行為者への福祉による
支援の理論的位置づけ、③刑事司法に関与した人のアセスメント/マネジメントのあり方―その
人の「生きる」の支援のために、④刑事司法における犯罪行為者処遇と社会復帰支援－受刑者
の法的地位論、処遇モデル論および国際準則を中心に―、⑤社会復帰支援と保護観察官、⑥司
法と福祉の連携による福祉の司法化のリスクファクターとその影響に関する検討、⑦司法と福
祉の連携におけるアカウンタビリティのあり方、⑧自由刑単一化論と処遇、⑨対人援助ニーズ
を有する者に関する刑罰制度の問題―刑事司法制度が社会復帰の困難を増幅しないために―、
⑩ダイバージョンの刑事訴訟法上の問題点、⑪対人援助ニーズを有する被疑者・被告人に対す
る弁護活動の在り方、⑫対人援助職による刑事手続への関与のあり方、⑬刑務所におけるソー
シャルワークの制約と可能性―社会福祉士及び精神保健福祉士の経験から―、⑭立ち直りを支
える居住・就労支援のあり方、⑮高齢犯罪者に対する地域生活定着支援センターによる支援、
⑯薬物依存症を抱える人に刑事司法は何ができるか。 
（４）本研究の成果を取りまとめたものとして、刑事立法研究会編/土井政和・正木祐史・水藤
昌彦・森久智江責任編集『「司法と福祉の連携」の展開と課題』（現代人文社、2018）を公刊し
た。 
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